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はじめに

石垣島赤土等流出防止農地対策マスタープラン策定計画

沖縄県の赤土等流出は、重機を用いて畑を開墾した昭和30年頃から目立ってきたと言われ、

本土復帰（昭和47年）以降の営農活動や開発事業等により顕著化した。

このような状況に対し 「沖縄県赤土等流出防止条例」の制定（H7.10施行）をはじめ様々、

な対策が講じられてきた結果、開発行為からの流出が大幅に減少するなどの改善は見られるも

のの、以前として赤土等の流出は続いている。

特に、農地からの流出については、流出全体量の約70%を超えるとの試算（ 平成13年度「

沖縄県における赤土等流出源実態調査報告書 （沖縄県）より）があるなど、その効率的な対」

策の推進が課題となっている。

このような状況を踏まえ、農地からの赤土等流出の抜本的な対策を検討するため、平成14年

度から平成16年度にかけ、流域環境保全農業確立体制整備モデル事業（以下「モデル事業」と

いう ）を環境省からの委託業務として沖縄県が実施した （参照：参考資料１）。 。

モデル事業の取り組みの一つとして、石垣市の轟川流域をモデル流域として選定し、地域が

一体となった具体的な対策及び推進等について検

討を行った結果、より効率的で実効性の高い総合

的な流出防止対策計画である「轟川流域農地対策

マスタープラン」が策定された。

沖縄県では 「轟川流域農地対策マスタープラ、

ン」を参考に、全県的な農地対策マスタープラン

策定を推進しており、農地からの赤土等流出が顕

著な石垣島においても策定を行うこととなった。

石垣島においては、他の地域に比べ、対象農地

が広範囲に及ぶことから、平成17年度に現地での

補足追加調査や基礎資料の収集整理等を行い、平

成18年度に石垣島南部域、平成19年度に石垣島北

部域を対象とした赤土等流出防止農地対策マスタ

ープランを策定した。さらに、平成19年度には、

南部・北部域のマスタープランを踏まえ、石垣島

全域を対象としたマスタープランを策定した。

表序-1 石垣島赤土等流出防止農地対策マスタープラン策定計画

年 度 計 画

平成17年度 石垣島全域の基礎データ整理・ゾーニング等

平成18年度 石垣島南部域（轟川流域を除く）のマスタープラン策定

平成19年度 石垣島北部域及び石垣島全域のマスタープラン策定

図序-1 マスタープラン策定分割図
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・地域の基礎調査（自然地形社会条件・地域の課題）

・地域現況調査

・赤土等流出危険度マップ作成

・営農対策推進計画策定

・土木的対策の段階的整備計画策定

・維持管理状況調査

・維持管理対象物の把握

・管理計画策定

・海域、水域等の評価手法の策定

・対策目標値との検証フィードバック手法の確立
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第1章．石垣島赤土等流出防止農地対策
マスタープランの構成

構 成

石垣島を対象に地域関係者が一体となった、より実効性の高い総合的な対策を実行していく

「 」（ 「 」ための計画として 石垣島赤土等流出防止農地対策マスタープラン 以下 マスタープラン

という）を策定した。

本マスタープランでは、地域の現況を一筆毎に調査して作成された赤土等流出危険度マップ

をもとに策定された「ゾーニング」の結果から、石垣市轟川流域（モデル流域）農地対策マス

タープラン等を参考にして「営農対策目標 「土木対策目標」を設定し、地域が一体となっ」、

た継続的な行動を可能とする対策目標値を設定した。また、併せて、地域が一体となった継続

的な行動のため、営農対策推進計画、維持管理計画の検討を行った。

図序-2 マスタープラン構成
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マスタープランの策定手順
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第2章．マスタープランの策定手順

策定手順

マスタープランの策定に当たっては、次の手順により行うこととする。
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図序-3 マスタープラン策定フロー

・営農対策推進計画策定

・土木的対策の段階的整備計画策定

轟川流域農地対策マスタープラン・

轟川流域農地赤土対策営農普及マニュアル・

地域の基礎調査

一筆調査

赤土等流出危険度マップ補足作成

土木対策目標
（フルプラン） 営農対策目標

（フルプラン）

石垣島土地利用計画の検討

関係機関への聞き取りや「轟川流域農地赤土対策営農

普及マニュアル」に基づいた個別対策から対策資材や

対策規模の可能性検討

関係機関の意見を踏まえた

営農対策目標（フルプラン）の策定

ゾーニング

※地目・作目・地形の危険度合い
に準じたゾーニング

・大分類（地目分類）

・中分類（植生分類）
・小分類（地形分類（LS））

外的要因の技術的分析

・水路能力

・要整備

・維持管理 等

対策工法の検討

・流出地点改良対策

・水路整備対策

・流域対策

発生源、営農・土地利用対策計画

・ほ場面の物理的対策

（勾配・傾面長・水路工法等）

・営農･土地利用対策

流出防止対策検討

・水路整備･沈砂池･浸透池工等

評 価

・達成目標年の設定

・現況流出量の算出

・流出削減量の目標値検討

土木対策目標（フルプラン）の策定）

・要整備構想図、要整理量

・地区設定

削減目標値設定（H２４年））

・土木対策、営農対策、総合対策の削減目
標値設定

・要整備構想図、要整備量

・地区設定

対策推進体制構築

・維持管理状況調査
・維持管理対象物の把握
・管理計画の検討

流域環境保全確体制立体制
整備モデル事業参考

現況把握

維持管理計画

轟川流域の削減目標値

序-3




